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研究要旨 

これまで日本では都道府県別の喫煙率について格差指標の推移を明らかにした研究はほとんど

なかった。そこで、国民生活基礎調査データを用いて、男女別に都道府県毎の喫煙率を計算し、Rate 

difference や Rate ratio など複数の格差指標を用いて格差の推移について検討した。 

2001年から2010年にかけて都道府県別の喫煙率は男性では全般的に減少傾向を呈し、女性では横

ばいからやや減少の傾向を呈していた。一方、2004年から2010年にかけての日本における喫煙の都

道府県格差は、男性においては横ばい傾向、女性においては減少傾向にあると分かった。男性にお

いては各格差指標に一致した傾向を認めなかった一方、女性ではすべての格差指標で減少傾向を認

めた。本研究は日本における喫煙の都道府県格差を理解するための基礎資料となる。 

 

Ａ．研究目的 

健康日本２１の第２次においては、健康寿命

の延伸に加えて健康格差の縮小が目標に加え

られた[1]。ここでは健康格差の一例として日

本における喫煙の都道府県格差を扱う。 

これまで日本では都道府県別の喫煙率につ

いて格差指標の推移を明らかにした研究はほ

とんどなかった[2]。そこで、国民生活基礎調査

データによる各都道府県の男女別の喫煙率を

用いて、Rate difference や Rate ratio など複

数の格差指標を計算し、格差の推移について検

討した。 

 

Ｂ．研究方法 

都道府県に応じた男女別の喫煙率を用いて、

日本における喫煙の都道府県格差の推移を観

察した。国民を代表する大規模サンプルを有す

る 2001、2004、2007、2010 年の国民生活基礎調

査データ（2001 年：男性 208,337 人、女性

217,259 人；2004 年：男性 181,378 人、女性

190,658 人；2007 年：男性 179,299 人、女性

188,238 人；2010 年：男性 162,321 人、女性

171,917人）から計算された喫煙率を用いた[3]。

都道府県別には男女別に平均約 4,000人のデー

タであった（最小値は 2010 年の山口県の女性

で 2,482 人；最大値は 2001 年の福岡県の男性

で 7,285人）。入院中および年齢不詳、喫煙状

況不詳、受動喫煙状況不詳の者は分析から除外

されている。 

都道府県別喫煙率の計算においては都道府

県によって調査回答者の年齢分布に偏りが存

在するため、直接法による年齢調整が実施され

ている。すなわち年齢階級別（５歳毎）に喫煙

率を求め、2010 年の国勢調査による男女別年齢

階級別人口を標準人口として用いて 20-69歳の

年齢調整喫煙率が算定された。以下でいう喫煙

率はすべて年齢調整喫煙率を指す。 

最初に都道府県別喫煙率の推移を男女別に

観察した（表１、図１）。 

次に、上記の都道府県別の喫煙率を用いて格

差指標（用いた格差指標の定義は後述）の計算

を実施し、その推移を観察した（表２、図２）。

格差指標の計算には米国 National Cancer 

Institute が無償提供しているソフトウェア、
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HD*calc (version 1.2.4)[4]を用いた。格差指

標の計算以外には統計解析ソフトウェア SAS 

version 9.2 (SAS Institute Inc., Cary, NC, 

USA)を用いた。 

 

＜格差指標の定義[5]＞ 

・絶対的格差指標 

Rate difference (RD)— RDは数値化された健

康状態の２グループ間における単純な差のこ

とである。計算式：RD=y1−y2 で求められ、y1 お

よび y2 は最も不健康なグループおよび最も健

康なグループにおける健康状態である。格差が

存在しない場合には、RDは 0となる。 

Between-group variance (BGV)—BGVは標準偏

差の二乗を要約したものである。 

 で計算され、pj はグルー

プ j のポピュレーションサイズ、yjはグループ

j の健康状態の平均、μは健康状態の全体平均

である。格差が存在しない場合には、BGV は 0

となる。 

 

・相対的格差指標 

Rate ratio (RR)—RR はおそらく最も頻繁に

使用されている格差指標であり、RR=y1/y2で計

算される。y1 および y2 は最も不健康なグルー

プおよび最も健康なグループにおける健康状

態である。 格差が存在しない場合には、RR は

1 となる。 

Index of disparity (IDisp)—IDisp はそれぞ

れの集団と基準集団における健康状態の差を

合計したものである。この指標は Pearcy と

Keppel[6] により開発され、 

  で 計

算される。yj は集団 j の健康状態、yref は基

準集団における健康状態、J は比較する集団数

である。原理的には基準集団をどの集団に設定

してもかまわないのであるが、一般的には最も

健康な集団が基準集団として用いられる。そう

することによって全ての集団において望まれ

る健康状態を基準にすることができるからで

ある。格差が存在しない場合には、IDisp は 0

となる。 

Mean log deviation (MLD)- MLD は、経済学

者 Henri Theil [7]によって開発された一般的

な不均衡を示す指標である。これらの指標は、

Log スケールの比率として健康と集団人口の分

布の不均衡を要約する。集団のデータへの適用

について、Firebaugh により開発され[8]、

 で計算される。pj はグルー

プ jのポピュレーションサイズ、rjはグループ

j における健康状態の全体平均に対する比率で

あり、rj = yj/μ, yjはグループ jの健康状

態、μは健康状態の全体平均である。格差が存

在しない場合には、MLDは 0となる。 

本研究では都道府県格差を観察した。都道府

県には序列が存在しないため、序列を前提にし

ている格差指標は用いていない。序列を前提と

した格差指標の例として Absolute concen- 

tration index や Relative concentration 

index などがある。例えば、都道府県を失業率

割合に応じて序列化したような場合には序列

を前提とした格差指標を使用することもでき

る。 

 

（倫理面への配慮） 

個人識別のない既存の資料やデータを用い

て行う研究であるので、特に倫理的な問題はな

い。データ使用の枠組みは公的統計資料の二次

利用である。 

 

Ｃ．研究結果 

2001 年～2010 年の都道府県別の喫煙率の推

移を図１および表１に示す。男性で最も喫煙率

が高かったのは、2001年が北海道の 60.1%、2004

年が青森県の 58.9%、2007 年も青森県 54.4%、

2010 年が秋田県で 49.9%であった。
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表１ 都道府県別の 20-69歳年齢調整喫煙率：国民生活基礎調査 2001、2004、2007、2010年 

 

 

 

2001 2004 2007 2010 2001 2004 2007 2010

北海道 60.1 55.5 52.4 45.4 28.9 27.0 26.1 22.0

青森県 59.4 58.9 54.4 49.8 18.1 19.8 20.5 19.1

岩手県 58.0 54.3 51.0 46.9 14.9 14.4 14.8 15.2

宮城県 58.2 52.8 49.9 44.8 16.9 17.1 18.5 15.1

秋田県 59.3 56.4 51.4 49.9 13.2 15.0 16.2 15.7

山形県 56.0 55.6 49.5 44.2 14.4 14.7 13.8 13.5

福島県 56.5 54.2 51.2 48.5 15.7 16.4 16.6 15.6

茨城県 58.3 52.0 48.2 43.1 15.3 16.5 14.9 13.2

栃木県 57.8 51.5 49.0 44.2 16.8 16.5 15.6 14.6

群馬県 55.7 52.4 48.2 43.2 17.5 16.8 15.9 15.5

埼玉県 55.2 49.0 44.5 40.7 18.8 17.4 16.5 13.9

千葉県 52.8 47.6 44.8 41.3 16.1 17.4 16.2 14.7

東京都 52.3 47.0 41.9 36.6 20.0 18.6 17.8 14.4

神奈川県 50.7 47.9 43.5 39.6 17.4 17.5 17.4 14.6

新潟県 57.7 50.9 49.3 43.0 13.7 14.8 15.5 14.0

富山県 53.5 50.3 47.5 43.9 13.0 12.2 12.7 11.5

石川県 42.1 51.0 47.6 39.0 22.8 14.7 15.8 12.1

福井県 55.6 49.7 48.2 40.6 11.9 12.3 12.2 10.1

山梨県 55.7 49.9 48.7 44.6 15.0 16.4 15.8 14.0

長野県 53.1 50.0 46.2 42.3 12.6 13.2 12.2 11.8

岐阜県 53.8 51.2 45.2 41.8 12.7 13.3 12.3 11.0

静岡県 55.5 50.0 43.4 41.0 17.0 16.1 13.3 12.4

愛知県 53.2 50.4 47.5 41.3 14.8 15.0 15.1 12.3

三重県 54.4 48.8 46.4 42.2 12.9 11.6 13.1 12.4

滋賀県 54.7 50.2 45.5 39.1 12.8 12.6 11.7 10.8

京都府 41.4 46.7 42.0 37.3 19.6 15.1 15.2 12.8

大阪府 53.6 51.1 45.2 41.5 18.0 17.9 16.6 14.9

兵庫県 52.9 48.6 42.9 38.8 13.8 13.2 12.5 11.1

奈良県 52.6 46.4 41.3 37.4 13.1 10.9 12.3 11.0

和歌山県 54.1 52.1 46.7 41.4 13.2 14.6 15.2 12.8

鳥取県 54.2 51.3 46.7 42.2 10.3 10.2 12.6 10.6

島根県 53.9 50.8 45.7 41.5 9.5 10.7 10.9 9.4

岡山県 55.5 50.7 46.4 41.8 11.3 11.7 13.0 10.7

広島県 53.0 48.4 45.9 41.2 13.2 12.3 13.9 10.7

山口県 54.3 49.4 47.8 40.6 13.4 11.3 13.9 11.9

徳島県 53.7 49.1 46.1 40.6 12.0 12.6 13.9 11.3

香川県 55.5 51.5 47.2 43.9 11.7 12.8 12.4 12.0

愛媛県 52.4 49.5 46.9 39.7 11.0 12.5 12.9 11.4

高知県 55.6 51.0 48.7 42.5 15.4 16.3 15.3 14.6

福岡県 54.4 54.0 47.4 44.3 15.4 16.2 15.6 15.6

佐賀県 57.8 55.6 51.5 47.5 13.2 13.4 15.0 12.9

長崎県 55.6 52.2 47.2 45.4 13.4 13.3 12.4 12.4

熊本県 53.2 50.7 49.1 43.7 13.0 14.4 12.0 12.3

大分県 54.2 51.5 48.9 44.9 12.4 14.7 14.0 12.6

宮崎県 55.9 52.7 47.3 46.5 13.3 14.7 13.4 12.5

鹿児島県 51.2 50.6 46.1 43.8 10.4 10.4 10.9 10.5

沖縄県 48.4 44.2 42.3 39.6 13.0 12.6 11.5 12.2

日本全国 54.3 51.0 46.9 42.5 14.9 14.8 14.7 13.2

男性 女性
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(a) 男性        (b) 女性 

 

図１ 都道府県別の 20-69歳年齢調整喫煙率：国民生活基礎調査 2001、2004、2007、2010年 

 

一方、男性で最も喫煙率が低かったのは、2001

年が京都府の41.4%、2004年が沖縄県の44.2%、

2007 年は奈良県で 41.3%、2010 年は東京都の

36.6%であった。京都府と石川県は 2001年に突

出して低い喫煙率を呈しており、その後の 2004

年には喫煙率が大きく上昇していた。 

女性では 2001 年～2010 年にかけてずっと北

海道が最も喫煙率が高く、2004 年に鳥取県が

10.2%と最も低いほかは 2001年および 2007年、

2010 年において島根県が最も喫煙率が低かっ

た（2007年には鹿児島県も 10.9%であり、島根

県と同じ喫煙率だった）。日本全国における喫

煙率は男性では 2001 年の 54.3%から 2010 年の

42.5%へと絶対値で 10%以上減少していたのに

対して、女性では 2001年から 2007 年の喫煙率

は 14.9%～14.7%とほとんど変化がなく、2010年

は 13.2%となっていた。 

2001 年から 2004 年にかけての京都府と石川

県の喫煙率の推移をみると男女ともに変化が

大きく、特に男性では、全国的に減少傾向にあ

るなか、反対に上昇傾向を呈していた。そのた

め、本研究では格差の推移の評価において 2001

年のデータを用いなかった。 

2004 年から 2010 年にかけての都道府県別の
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喫煙率格差の推移を図２および表２に示す。格

差指標の変化率(%)は-38.7%～+71.7%の範囲で

あり、100%以上の変化は認められなかった。RD

は男性で 14.7 から 13.3 へ、女性で 16.8 から

12.5 へと減少傾向を認めた。これは図 1におけ

る縦幅の変化に相当し、図 1を視覚的に観察す

ることによっても分かる。女性では北海道の喫

煙率が突出して高く、RD や RR といった最大値

と最小値を用いた格差指標では期間中ずっと

最大値を呈していた北海道の推移が値に反映

されていた。2004 年から 2010 年にかけて女性 

の喫煙率は微減であったのに対して、絶対値の

大きな北海道の女性の喫煙率は減少していた

ため、都道府県別の喫煙格差は減少傾向を示し

た。格差指標の変化率は-10.5%～-38.7%であり、

一貫して格差の減少傾向を示した。一方、男性

では RD においてのみ格差の減少傾向を示した

（2004 年から 2010 年にかけての変化率が-

9.6%）。男性におけるその他の格差指標では、

BGV および MLDが増加傾向、RRおよび IDisp は

ほぼ横ばいであった。 

 

表２ 2004年～2010年の都道府県格差の推移：20-69歳年齢調整喫煙率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 男性        (b) 女性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 2004年～2010年の都道府県格差の推移：20-69歳年齢調整喫煙率 

 

2004 2007 2010

値 (95%信頼区間) 値 (95%信頼区間) 値 (95%信頼区間)

男性

Rate Difference* 14.7 (12.4, 17.0) 13.2 (10.8, 15.6) 13.3 (11.1, 15.4) -10.4 -9.6

Between-Group Variance* 7.6 (6.3, 8.9) 8.0 (6.6, 9.3) 9.1 (7.6, 10.7) 5.0 20.4

Rate Ratio 1.33 (1.27, 1.39) 1.32 (1.25, 1.39) 1.36 (1.30, 1.43) -1.0 2.3

Index of Disparity 15.7 (11.4, 20.0) 14.5 (9.7, 19.3) 16.7 (12.3, 21.1) -8.0 6.1

Mean Log Deviation 14.5 (12.1, 16.9) 18.0 (15.0, 20.9) 24.8 (20.8, 28.9) 24.2 71.7

女性

Rate Difference* 16.8 (15.2, 18.5) 15.2 (13.4, 17.0) 12.5 (10.7, 14.3) -9.6 -25.5

Between-Group Variance* 8.6 (7.6, 9.6) 7.1 (6.2, 8.1) 5.3 (4.4, 6.1) -17.1 -38.7

Rate Ratio 2.6 (2.4, 3.0) 2.4 (2.1, 2.7) 2.3 (2.0, 2.7) -9.6 -12.0

Index of Disparity 44.5 (30.1, 58.9) 34.5 (20.3, 48.6) 39.9 (24.4, 55.3) -22.6 -10.5

Mean Log Deviation 18.0 (16.0, 20.0) 14.7 (12.8, 16.5) 13.9 (11.8, 15.9) -18.6 -23.0

*絶対的格差指標　（印がないのは相対的格差指標）

変化率が正の値の場合は格差が拡大傾向であること、負の値の場合には格差が縮小傾向であることを意味する。

Mean Log Deviationについてはx10,000（男性）x1,000（女性）した値を示す。

     格差指標
変化率

from 2004 to 2007, %

変化率

from 2004 to 2010, %

*絶対的格差指標　（印がないのは相対的格差指標）

14.7 
13.2 

13.3 

7.6 8.0 
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Ｄ．考 察 

2001年から2010年にかけて都道府県におけ

る喫煙率は男性では全般的に減少傾向を呈し、

女性では横ばいからやや減少の傾向を呈して

いた。一部の都道府県（京都府や石川県）で2001

年の喫煙率データが全体の傾向と比較して大

きく外れた傾向を呈していたことから、2001年

は都道府県格差を評価しないこととした。これ

は、2001年ごろまでは特に国民生活基礎調査に

おけるサンプリングが偏っていたり、うまくい

っていなかったり[9]（政府統計関係者との個

人的情報交換によってもこのような指摘を聞

いている）ということがあるためかもしれない。 

2004年から2010年にかけて日本における喫

煙の都道府県格差は、男性においては横ばい傾

向、女性においては減少傾向にあると分かった。

男性においては各格差指標に一致した傾向を

認めなかった一方、女性ではすべての格差指標

で減少傾向を認めた。 

格差指標には絶対的格差指標と相対的格差

指標がある。喫煙率のように減少傾向にある場

合にはRRのような相対的格差指標は分母が小

さくなる関係で拡大傾向を呈しやすくなる。こ

れまでの格差の推移を評価した先行研究にお

いては「格差は拡大していた」というある意味

でセンセーショナルに伝えられやすい結論が

得られるような相対的格差指標だけを用いる

傾向があった。そのため、相対的格差指標だけ

ではなく、絶対的格差指標も含めた複数の格差

指標によって格差の推移を評価すべきだとさ

れている [5, 10, 11]。相対的格差指標よりも

絶対的格差指標の結果を重視すべきだと考え

る研究者もいる [12]。 

今後、健康日本２１の第２次において健康格

差の縮小を目指すために、まずは格差の実態に

ついて把握する必要がある。格差およびその推

移を評価する場合にはどの格差指標を用いる

べきなのか、コンセンサスは得られていないの

が現状である。本研究では、複数の格差指標を

用いて、日本における喫煙の都道府県格差の推

移を評価したところ、男性では用いる格差指標

によって結果が異なっていた。格差の評価は慎

重に実施する必要があるものと考えられる。格

差およびその推移についてどのように評価す

べきなのか一定のコンセンサスが得られるよ

う今後の研究を進めることが求められる。 

 

Ｅ．結 論 

健康日本２１（第２次）で掲げられた健康格

差の縮小を達成するために、まず格差の実態を

評価する必要がある。本研究では、複数の格差

指標を用いて日本における喫煙の都道府県格

差の推移を評価し、男性においては各格差指標

に一致した傾向を認めなかった一方、女性では

すべての格差指標で減少傾向を認めた。本研究

は日本における喫煙の都道府県格差を理解す

るための基礎資料となる。 
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